






緒言:未熟児網膜症(ROP)および眼先天異常による重症視覚障害児を持つ家庭の問題点や不

安を把握し、今後の指導に役立てるために、保護者からの意見を集めることを試みた 

対象および方法:1979 年 1 月から 1989 年 12 月までに出生し、名古屋市立大学病院新生児

集中治療室をはじめとする施設で管理された極小未熟児で、厚生省 ROP搬痕期分類 2度強

度異常となった 13 例と、1981 年 1 月から 1990 年 12 月に名古屋市立大学病院眼科を受診

した重症視覚障害のある21例の眼先天異常児を対象とし々それらの児を年齢別に3群に分

けて、日常生活についてのアンケート調査を保護者に対して行った。 

結果:回答は ROP 児 6 例、先天異常児 5 例から得られた。それぞれの症例のデータを表 1

に、年齢別に行った調査の結果を表 2 に示す。0 歳以上 4 歳未満の 4 例のうち、盲学校の

幼稚部等で日常生活訓練を受けているものは症例 4と 10 の 2 例であった。4歳以上 7歳未

満の 3例では、特別な生活訓練は受けていないが、症例 2と 3ではテープを利用して学習

していた。また、7歳以上の 3例のうち症例 8では、学習面で保護者が協力していた。 

考案:今回の調査から、重症視覚障害児の保護者は、視覚以外の感覚を育児に上手に生かし

ていることを、さらに、健常児と同じように育てたいと願っていることが明らかとなった。

幼児期は保護者の庇護のもとにあるためか、視覚障害による問題はあまり表面化しないが、

学童期になると、児は社会生活や学習面で諸種問題に直面する。症例 8のように保護者が

協力することも、それらに対処する 1つの方法であるが、やはり視覚障害の程度にあわせ

た教育を考慮することも必要であろう。さらに保護者には、障害を生じた原疾患に対する

不安も見られ、われわれは、保護者を集めて勉強会を開くなど、これを少しでも軽減でき

る様に努力する必要がある。 


